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国際比較研究の系譜(その2)

-発展法則の探究-

田　島　義　博

はじめに

比較流通( comparative distribution,

cross-cultural comparison of distribution)の

目的あるいは動機の1っが,流通システムの

発展における一般法則の発見にあったことは

明らかである｡本稿では,そのような視点か

ら,いくっかの重要な文献にっいて検討する｡

ここで取り上げる文献は,主として,ホラン

ダー(Stanley C. Hollander),フォlド(P.

Ford),ホール(Margaret Hall),ダグラス

(SusanP. Dauglas),タケウチおよびバック

リン(Hirotaka Takeuchi & Louis P. Buck-

lin)等の研究である｡

ホラソダlはマクネア(Malcom P. Me

Nair)の｢小売の輪(Wheel of Retailing)｣仮

説を米国以外の国々に拡張することの可能性

を検討した｡フォードは英国における流通研

究の先駆者の1人で,ホール,クナヅプ

(John Knapp),ジェファリーズ(JamesB.

Jefferys),ド-ソン(John Dawson)とつづ

く英国の流通研究の基礎を築いた人と評する

ことができよう｡彼自身は国際比較を行って

いないが,彼のいわゆる｢フォlド効果

(Ford Effect)｣を,ホlルが統計的な国際

比較によって確認した｡

ホlルが生産性と流通構造(とくに小売構

追)に関する統計的な国際比較研究の開拓者

であることはよく知られているが,統計比較

の結果として彼女が導いたいくっかの結論

は,流通発展の法則性を考える上で,多くの

示唆を与える｡以上の諸研究の他に,本稿で

は,カソディフ(Edward W. Cundiff)に代

表される発展段階説に沿った研究例として,

タケウチ･バック1)ソ論文を取り上げるとと

もに,バーテルズ(Robert Bartels)の文化親

定説に沿う研究例として,ダグラスの論文を

取り上げる.

｢小売の輪｣仮説の拡張

｢小売の輪(Wheel of Retailing)｣とは,

マクネアが小売発展のパターンに関する彼自

身の仮説に対して与えた名称である　can

それは低価格小売業の波状的参入を媒介とす

る,いわば循環的発展論であって,低価格販

売を可能ならしめる技術革新を発展の動因と

するものであると言える｡若干の数えんを加

えながら,その要点を示せば,次のようにな

るだろう｡

①　新しい低価格販売技術をもった小売業者

が,小売機構に新泉参入する｡彼らはステ

イタスが低く,低マージン,低価格を特徴

とするディスカウンターである｡

②　新弟参入者は既存小売業者と激しい価格

読争を行うが,新規参入者は新しい低価格

販売技術を有するため,競争上優位に立つ

と同時に,創業者利潤を猿得する｡

③　創業者利潤は再投資され,新規参入者は

大規模化する｡

(彰　新しい小売機関の俵位性を認識した既存

小売業者が,新しい低価格販売技術を採用

するため,新鋭参入者の技術的優位性は失
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なわれる｡

⑤　新親参入者は投資の拡大や範織の大型化

のため経費が上昇し,より多くのマージン

を必要とするようになる｡

⑥　新親参入者は次第にディスカウンターと

しての性格を弱め,価格よりもサービスに

重点をおくようになる｡

⑦　この過程で,既存小売業者との価格兼争

は影をひそめ,新規参入者は流通機構の正

統的メンバlとして定着する｡

⑧　このころ,別の新しい低価格販売技術を

もった新規参入者が,ディスカウンタlと

して登場する｡

百貨店がこの｢小売の輪｣仮説の典型例と

して挙げられる｡実際,フランスのボン･マ

ルシ-において創始された百貨店という新業

態は,アメリカに伝えられて本格的な発展を
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均
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見せるが,その初期の段階では, ｢カット･

レ-T･ ･ソフトグッズ･ストア(cuトrate

soft goods store)｣という名前が示す通り,

衣料品を中心とするディスカウンターであ

り,当日割土,米国の小売業の中心であった独

立専門店にとって,脅威的な読争相手であっ

た｡しかし,その成長とともに,上に述べた

ような経路を通って,現在では,代表的な

サlビス小売業に変質し,その後に参入した

ディスカウンターとの競争にさらされている｡

｢小売の輪｣仮説の中心命題は,低価格販

売技術を創始した新規小売業態の波状的参入

によって,小売戦績全体の平均マlジン率が

趨勢的に低下し,流通システムの発展は価格

競争を媒介とするというものであり,これを

概念的な図として示せば,第1図のようにな

るだろう｡
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第1図　新業態の登場と平均マージン率
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国際比牧研究の系辞(その2) -発展法則の探求- (田島)

マクネア自身は米国の小売枚樺の発展法則

について仮説を提出したものであり,これが

米国以外の国々についても妥当すると考えて

いたか否かは不明である｡ホランダlは｢小

売の輪｣仮説が提出された2年後,ジャlナ

ル･オブ･マーケティング誌に掲載された

"The Wheel of Retailing"という論文にお

いて,この仮説の一般的妥当性を検討する中

で,米国以外の国々においてもこの仮説が成

り立つか否かを考察している. (注2)

検討に当って,彼はまず次の3つの質問を

投げかけている｡

①　この仮説はすべての条件の下ですべての

小売業に当てはまるか｡

②　この仮説は米国の小売発展の全体を,ど

の程度正確に説明しているか｡

③　如何なる要因が｢小売の輪｣的バクlン

の変化を惹き起こすのか｡

｢小売の輪｣仮説検討の手順として,彼は

初めにこの仮説,とくに新規参入者が高マー

ジン小売業に変質する理由についての研究者

たちの主要な見解を範介しているが,その主

なものは,主件説,誤導説,不完全競争説,

過剰設備説,所得説などである｡

主体説によると,新業態は多くの場合,柾

めて攻撃的で,経費に敏感な, 1ペニーも大

事にし,収益をもたらさない付随的事柄に興

味を示さないようなアントプルヌ｢ルによっ

て創始されるが,彼らも年齢と音の蓄費に

従って警戒心を緩める他,後継者は概して創

業者に比し能力が落ちるため, ｢小売の輪｣

型の変化が生ずるとする｡これについて,ホ

ランダーは,帝国の興亡がリーダlシップに

依存するのと同様,企業の興亡が経営者とい

う主体的要因に起因することを認めっつも,

｢小売の輪｣仮説が特定企業の盛衰ではな

く,小売システムの変化を取り扱っているこ

と,および,後継者がつねに創業者より能力

が落ちるとは限らない等の理由で,主体説を

斥けている｡

誤導説とは,業界紙の広告が,商人を表面

的な｢近代化｣と過大な設備導入に誘い込む

というものであるが,ホランダlはこの説に

殆ど興味を示していない｡彼が重視している

のは不完全読争説である.小売業者は再販売

価格維持(現在では廃止されているが),莱

界のルール,および報復への怖れ等から,価

格捷争よりも,マージンを高めつっサービス

を強化する方を選ぶ債向があることを,ホラ

ンダーは指摘している｡また,小売業界には

絶えざる新規参入によって,慢性的な店舗過

剰の状態にあるが,これも完全競争型の価格

競争よりも,不完全競争塾の差別化行動を小

売業者にとらせる理由となる｡

差別化行動を可能にする理由として,ジェ

ファリーズが,所得説とでも呼ぶべき見解を

述べており,ホランダlも基本的にこれに同

意している｡ジェファ1)-ズの意見には2つ

の側面が含まれている｡ 1つは,一般に好景

気の時は,小売業者は高サービス,高価格商

法をとる債向があり,逆にディスカウンタl

の登場は不況期に多いというものである｡こ

れは1930年代初期の大不況期に登場したスー

パーマlケツT･については妥当する｡もう1

つの側面は,英国における一般的かつ不均等

な生活水準の向上が,小売業者にT.レlド･

アップ,つまり高級化の機会を与えるという

ものである｡このことは一面では,不均等な

所得上昇の結果として,新しい低マージン小

売業に参入の余地を与えることを意味する｡

ここでホランダlは, ｢小売の輪｣仮説の

検証が,とくに小売マージンの長期変動に関

するデータの不足のために,非常に困難であ

ることを指摘した後,この仮説が妥当する場

面と妥当しない場面を,米国および諸外国に

ついて,叙述的に列挙している｡

英国の食品小売業は,ホランダーによれ

ば, ｢小売の輪｣仮説が当てはまる典型例で

ある｡英国における食品小売業の主要な変化

紘,まず初めに百貨店の食品売場,次いで

m



チェlン･ストア,そしてキャッシュ･アン

ド･キャ1)l方式のディスカウンタlの登場

と成魚を軸に見られたし,スーパーマlケッ

T･が同じ経過をたどっている｡生活協同範合

にも同様なバクlソが見られる｡

米国においては,南北戦争以前の小売マl

ジンに関する情報が欠如しているものの,行

商人(peddlers, hawkers, walkers)に始ま

り,よろず鼻(generalstores),専門店,百貨

店へとつづく初期の小売業の発展には, ｢小

売の輪｣仮説が妥当するというのが,ホラン

ダーの見解である｡第2次大戦後のディスカ

ウント･-ウスも, ｢小売の輪｣仮説に示さ

れたような変化バクlソをえがいている｡

ただし,ホランダlは｢小売の輪｣仮説が

妥当しない例も,数多く挙げている｡米国の

場合で言えば,自動販売業者やショッピング

･センターなどであり,米国以外では,スー

パーマlケット等の近代的小売機関は,ディ

スカウンターとしてではなく,むしろ,高級

な小売親閲として登場しているというのが,

ホランダーの指摘である｡ただし,この摘楠

紘,日本のスーパーマーケットについては妥

当しない｡日本のスーパlマーケツt･はディ

スカウンターとして登場し, ｢小売の輪｣仮

説に沿った発展のパターンを示したと言うこ

とができる.

結論的にホランダーは,多くの非妥当的事

例から, ｢小売の輪｣仮説がすべての小売業

に妥当するものではないことを指摘している

が,工業化された拡大経済における,高度に

一般的な発展形態を,この仮説が説明してい

ることを強調している.

商店数と業種構造の変化

1.商店数についての繍給

小売構造の変化を統計的に分析した先駆的

な研究論文が,フォードによって1935年に発

表されているO (注3)今から半世紀以上も前

のことである.フォードによれば,当時の英

国では,小売業者の間で商店数過多論が盛ん

であり,また,過剰な商店の存在によっても

たらされる過当戟争の被害が訴えられてお

り,そうした背景の下に,小売業における許

可制の導入と,それによる商店数の制限に対

する要求が高まっていたO　他方,都市計画法

(Town Planning Acts)によるゾーニング

(zoning)は,商店およびビジネス区域に関

するスケジューリングと,住居専用地城にど

の程度商店の立地を認めるべきかにっいての

決定を含んでおり,このため都市計画当局

は,認可すべき商店の総数と,そのグルーピ

ングおよび配置にっき決定する必要があった｡

政策決定に当って,当局は人口に対する商店

数の望ましい割合について,一定の見解をも

っ必要があった｡当時,イングランドと

ウェールズでは,人口40人ないし50人に1軒

の割合で小売店が存在し,これが前述の商店

数過多論の根拠になっていた.

2.フォードの研究の狙いと方法

フォードの研究は,こうした議論,とくに

商店数過多論と過当競争論にっいて,統計的

検証を加えることを目的にしている｡ (注4)

フォードはまず商店の過多性や過当虎争など

の語義について吟味を加えている.過当放争

はマ｣ジンや利益水準に関係するが,この点

についての検証は,主としてデータの制約の

ために回避し,専ら商店数の問題に焦点を当

てている｡そこで彼は過多性を立証する統計

的根拠があるか否かを問う｡

当時はまだ本格的な商業センサスが実施さ

れる以前であって,英国全体についての商店

総数やその変化に関する明確な情報は存在し

ていなかった｡僅かに1921年と1931年のセン

サス･データがあるが, 1921年のデータによ

れば,商店数は615,000であり,これは15世

帯に1店という密度であった｡ただし, 1931

年のセンサスには商店数のデlタがないため
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国際比較研究の系辞(その2) -発展法則の探求- (田島)

小売店のオlナlもしくはマネジャーと回答

した人の数から推計せざるを得ない｡これに

よれば1931年の小売商店数は569,000店にな

るが,これは以下の事例から不正確と言わざ

るを得ない.例えばサザンプトンでは, 2,53

9人が小売店のオlナlもしくはマネジャー

と回答しているが,実際には2,850の小売店

があった｡

このようなデータ上の制約を克服するため

に,フォードは｢典型的｣な町(towns)の実

査を新たに行った｡地域特性や人口増加率な

どの違いによって,全国からいくつかの町を

選び, 1901年から1931年までの30年間におけ

る商店数の変化を追跡し,これを人口および

世帯数の変化と対比させた｡情報源は主とし

て各種の名簿(directories)であったが,名

簿が完備していない町などを除外し,結局12

の町にっいて,上記の調査を行った｡ 1901年

および1931年の名簿の信頼性については,

｢商店法(Shops Act)｣に基づく地方自治体

の記軽と患合する等により正確を期した｡

3.世帯当り,および人口当り商店数の動向

①　世帯当り商店数

第1表(a)によれば,世帯当り,商店数は,

町によって違いがあるが,全体では, 30年間

に11.5%の減少を示している｡商店の稔数が

示されていないので,商店数が実際に減少し

たのか,商店数の増加を上まわる世帯数の増

加があったのかは,明らかでない｡

第1表(a) 1,000世帯当り商店数
1901年- 1931年(全業種)

町 の 名 称

商 店 と分 類 さ

れ た 建 物 教

19 2 1年 サ ンセ ス

1 9 0 1 年 1 9 3 1 年
増 減 率 ( % )

19 0 1 - 1 9 3 1

S o u th a m p t o n 7 0 . 0 7 8 . 3 6 0 .0 - 2 3 .4

B o u r n e m o u th 8 0 . 3 9 4 . 4 9 6 .8 + 2 .5

P o rt s m o u t h 8 7 .0 8 6 . 0 7 2 .7 - 1 5 .5

R e a d in g 7 6 .0 1 0 9 . 3 6 8 .5 ー3 7 .3

H u ll 8 1 .9 1 1 3 . 2 7 9 .4 - 2 9 .9

C a r d iff 8 0 .3 8 9 . 4 8 5 .4 4 .5

B o lto n 8 4 .5 8 4 . 3 9 9 .6 + 1 8 . 1

B ra d fo r d 7 5 . 8 8 7 . 9 ) .4 - 2 1 .0

M id d le s b ro u g h 6 6 . 3 8 2 . 4 4 9 .4 -4 0 .0

H u d d e rs f ie ld 6 1 . 5 5 8 . 0 6 3 .9 + 1 0 .0

N o rw ic h 7 4 . 4 7 0 . 1 6 9 .8 - 0 .4

P o o le 6 7 . 9 5 5 .3 - 1 8 .5

全 体 8 7 . 6 7 7 .5 ー1 1 .5

(資料) P. Ford, "Excessive Competition In The Retail Trades, Changes In The

Numbers Of Shops, 1901-1931 , The Economic Journal, Sept. 1935, p.505.
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第1表(b)人口1,000当り商店数
1901年- 1931年(全業種)

町 の 名 称

商 店 と 分 類 さ

れ た 建 物 数

19 2 1年 サ ンセス

19 0 1年 1 9 3 1年
増 減 率 ( % )

1 9 0 1 - 1 9 3 1

S o u t h a m p t o n 1 7 .2 1 7 .3 1 5 . 5 - 1 0 .4

B o u r n e m o u t h 1 8 .3 1 9 .3 2 3 . 5 + 2 1 .7

P o r ts m o u t h 2 1 .0 1 9 .0 1 8 .8 - 1 .1

R e a d in g 1 8 .3 2 2 .7 1 7 .9 - 2 1 . 1

H u 1 8 .9 2 4 .9 1 9 .8 - 2 0 .5

C a r d ff 1 7 .2 1 8 .4 2 0 .9 + 1 3 .6

B o lt o n 2 0 . 1 18 .2 2 6 .8 + 4 7 .2

B ra d fo r d 1 9 . 5 2 0 .3 1 9 .7 ー 3 .0

M id d le s b ro u g h 1 4 . 1 16 . 2 l l .7 】2 7 .7

H u d d e rs f e d 1 5 . 5 13 . 7 1 8 . 1 + 3 2 .0

N o rw ic h 1 8 . 2 16 . 0 1 8 .4 + 1 5 .0

P o o e 16 . 3 1 4 .5 - l l .0

全 体 1 9 . 3 1 9 .2 5 - 0 . 2 6

(資料)第1衰(a)に同じ｡

②　人口当り商店数

第1衰(b)に見る通り,人口1,000人当り商

店数も,全体では30年間に減少を示している

が,減少率は凄めて小さく,人口増加と概ね

同じペlスで商店数も増加したと考えられる｡

ただ,この間の世帯数の増加が大きかったた

めに,世帯当り商店数は大幅な減少を見せた

ことになる｡

③　一応の結論

確かに,小売商店の支持人口は小さく,そ

れだけ商店密度は高いが,世帯当り商店数は

30年間で大きな減少を示しており,これらの

数字から,商店数の過多性が小売業の過当競

争をもたらしているという結論は導き難い｡

さらに構敗な議論のためには,商品によって

消費単位が世帯であるか個人であるかが異な

るところから,業種別商店数の推移を世帯数

ならびに人口教の推移と対比させるという作

業が必要となると,フォlドは述べ,次のス

テップとして,業種別の分析-進む｡
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4.業種別商店数の動向

①　3つのグループ

フォードは1901年から1931年までの業種別

小売商店数の推移を観察することにより,小

売商店が次の3つのグループに分かれること

に着目した｡第1のグルlプは,世帯および

人口当りの商店数がともに減少しており,第

2のグルlプは1,000世帯当りでも人口1,000

人当りでもともに増加している｡そして,第

3グループは人口1,000人当りでは商店数が

増加しているが, 1,000世帯当りでは減少し

ている｡ (第2表参照)
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第2表　人口当り,世帯当り業種別商店数の増減率
1901-1931 (全地域)

増 減 率 (% )

人 口1 ,00 0人 当 り商 店 数 1 ,00 0世 帯 当 り商 店 数

陶 器 . ガ ラ ス器 店 - 47 .4 ー 5 1 .2

質 流 れ 晶 プ ロ- カ ー - 44 .4 ー 4 9 .4

写 真 横 店 - 3 1 .3 - 3 7 .8

燃 料 店 ー30 .8 - 3 7 .9

書 籍 店 - 26 .3 - 3 4 .8

宝 石 店 - 22 .2 -3 0 .6

洋 服 店 - 1 7 .7 - 2 7 .1

食 肉 店 ー1 7 .4 ー 2 6 .8

食 品 店 ー1 4 .8 ー 2 5 .2

パ ン 店 - l l .3 ー 2 2 .1

服 地 店 - l l .3 -2 1 .8

道 具 店 - 5 .4 ー 15 .1

靴 店 - 3 .5 - 14 .4

鮮 魚 店 - 2 .6 - 10 .9

牛 乳 店 ー 2 .4 -14 .1

果 物 店 - 0 .0 9 .8

楽 器 店 - 7 .5

新 聞 店 + 4 .4 - 7 .3

金 . 物 店 + 10 .3 - 2 .3

煙 草 店 + 15 .0 + 0 .4

薬 局 + 15 .1 + 1 .4

家 具 店 + 18 .2 + 6 .1

自 転 車 店 + 2 3 .8 + 9 .6

菓 子 店 + 7 1 .7 + 52 .7

限 鏡 店 + 100 .0 + 85 .7

揚 げ 魚 店 + 176 .9 + 14 4 .1

全 業 種 ー 0 .26 -l l .5

(資料)第2表に同じ, p.507.

②　小売動態にっいての仮説

フォードはまず食料品店(第2表では精肉

店,食品店,パン店,鮮魚店,果物店など)

が世帯比でも人口比でもともに減少している

ことに,大きな関心を寄せている｡当時の商

店数過多論と過当捷争との関係で言えば,沫

通コストの上昇によって消費者と生産者の双
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方に対して略奪行為を働いていると非難され

ていた食品店が,このように減少しているこ

とは,当時の一般的議論が少なくとも統計的

に見た小売動感からは必ずしも支持されない

ことを,フォードは主張しようとしたと考え

盟Erei

また,煙草店,菓子店,眼鏡店,揚げ魚店



等の店舗数増加は,消費水準の向上によって

説明することができると,フォlドは解釈し

ている｡他方,消費水準の向上が明らかであ

る分野でも,金物店,陶器･ガラス器店,服

地店,書籍店,新聞店などでは,店舗数が減

少しているが,これについては百貨店や固定

価格市場(fixed-price bazaar,ディスカウン

ターと考えていいだろう)など,新しい小売

業態の登場がその原因であるとフォードは解

釈している｡

そもそもの研究目的とは,必ずしも直接に

関係はないが,独自の調査方法によって, 19

01年から1931年にかけて,商店数がどのよう

に変化したか,とくに業種別にどのように変

化したかを,統計的に分析する過程で,

フォードは支出構造の変化によって,食品店

(一般化して言えば生活必需品の販売店)の

数が世帯比および人口比の両方で減少し,坐

活水準の向上を反映する業種の商店数が増加

すること,ただし,そのような成長業種で

ち,新業態の参入によって虎争が激化した分

野では,長期的に見て商店数が沸少するとい

ら,小売動態についての仮説を得たのである｡

英米加の小売比較

英国のマlガレット･ホールは,小売構造

や生産性に関する統計的な国際比較研究の創

始者であって,彼女の数々の業凄(注5)は現

在でも高く評価されている｡本稿では,その

先駆的な研究論文である｢英国,米国および

カナダ小売流通における商店数と生産性｣

(注6)を取り上げ,国際比較を通じて得られ

た小売発展の法則性にっいて考察したい｡こ

の論文は, 1955年にエコノミック･ジャーナ

ル誌に発表されたが,前述のフォードの論文

を国際的に展開したものと考えることができ

る｡

1.研究の方法と主要な椿輪

(む　研究方法

統計比較の基礎資料は, 1950年の英国, 19

48年の米国,および1951年のカナダのそれぞ

れの商業センサス･デlタである｡ 1950年セ

ンサスは,英国における最初の商業センサス

であり,ホlルは｢この時点における英国の

小売業およびサービス業に関する公式なセン

サスの発表は,英国流通業の構造と生産性

を,北米のそれと体系的に比較することを可

能にする充分に包括的な統計を,っいにわれ

われに提供したことになる｣と評価している｡

(注7)フォードが英国の小売構造について分

析を試みた時,信頼するに足る統計資料がな

いため,いくつかの町について,独自に面倒

な調査を行うなど,非常な苦労をしたことは

既に述べたが, 1950年に至って,初めて包括

的な商業センサスが実施されたことによっ

て,国内的な構造分析だけでなく,国際的な

比較研究を可能にすることとなり,これに初

めて取り範んだのがホールであった｡

ただし,米国とカナダのセンサスにおいて

採用された産業分類はかなり共通していた

が,英国の産業分類は大きく異なっており,

ホールは統計比較に当って産業分類の調盤を

行うことにより,比較可能性を確保する必要

があった｡

②　主要な賠論

ホールは論文の冒頭で,この比較研究に

よって発見できた4つの事項を結論ふうに掲

げているが,それは大要以下の通りである｡

ィ.商店の対人口密度

英米加3国の小売業ならびにサービス業の

商店数は,実数には大きな違いがあるもの

の,対人口密度は殆ど同じである｡

ロ.業種構造における差異

上に述べたように,例えば人口10,000人当

り商店数では, 3ヵ国に殆ど差異は認められ

ないにもかかわらず,業種構造つまり業種別

商店分布を見ると,米国とカナダは権めて似

ている一方,これら北米2ヵ国と英国の間に
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は,大きな差異が存在する.典型的には,北

米2ヵ国の場合,ぜいたく品を販売する小売

商店が相対的に多いのに対し,英国の場合,

必需品を販売する小売商店の数が相対に多い

ということである｡ホールは,このような小

売構造上の差異が,所得水準と生産性という

2つの要因の重複的影響によってもたらされ

ているという結論を述べている.

ハ.平均規模と生産性

小売段階における商品販売量の検討から,

ホールは北米2ヵ国の労働生産性が英国のそ

れより,殆どすべての業種にわたって上ま

わっているという鞍い推定を導いているo　と

くに米国の場合,高い労働生産性は商店の大

泉模経営と密接に結びついているというの

が,ホールの結論である｡

ニ.企業単位の大規模性

商店(事業所)レベルにおける平均規模

は,米国が英国を凌駕しているが,企業ある

いは魁織レベルで見た場合,チェーン･スト

ア･オペレーションの程度および大規模経営

の重要性は,英国が北米2ヵ国を上まわって

いると,ホlルは指摘している｡

2.商店数の比較

①　商業センサスの特散

統計比較の基礎資料としてホールが用いた

英国(1950年),米国(1948年)およびカナダ

(1951年)の商業センサスは,調査対象の捉

え方に若干の差がある｡北米2ヵ国とくに米

国の場合は,英国に比べてサービス業の範囲

が広いと考えられる.また,すでに述べたよ

うに,米国とカナダの業種分類は似通ってい

るが,英国の業種分類は大きく異なっている｡

②　商店胎教の比較

比較の可能性を確保するために,産業分類

を抱み変えた結果の商店数およびその業種別

構成は,第3表の通りである｡これらの国々

における商店総数には大きな違いがあるが,

これを直接比較してその大小を論じても殆ど

意味がないことは言うまでもない｡従って

ホlルは対人口密度による比較を行うと同時

に,これら3ヵ国の小売業に見られる業種構

造の差異について分析を進める｡

業種構造の差異は,第3表からもかなり明

瞭に読みとることができる｡典型的には,普

ず食品小売業の構造的差異が指摘される.グ

ロサリー･クルlプの商店数構成比は3ヵ国

とも殆ど同じであるが,その他の食品小売業

の構成比が英国は米国をはるかに上まわって

おり,カナダがその中間に位置している｡そ

の他,商店数構成比が英国と米国で著しく異

なる業種として,菓子･タバコ･新聞スタン

ド,衣料品グループ,自動車･自転車･ガ

レージ･グループなどがあり,これらすべて

の業種において,カナダは英国と米国の中間

に位置している｡ただし,この業種構造に関

しても,正確な比較を期するために,人口1

0,000人当りの商店数という対人口密度を用

いて,分析を進めている｡
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第3表　英米加3国の小売業･サービス業の商店数

英 国 商 業 セ ンサ ス に 商 店 数 構 成 比 商 店 数 構 成 比 商 店 数 構 成 比

お け る 主 要 業 種 英 国 (19 5 0年 ) (% ) 米 国 (1 94 8 年 ) (% ) カナダ (195 1年 ) (% )

グ ロ サ リ . グ ル ー プ 12 9 ,3 4 5 14 .5 38 7 .40 5 19 .6 3 4 ,59 6 2 0 .1

他 の食 品 小 売 業 12 6 ′7 0 1 19 . 1 13 9 , 13 7 7 .0 16 ,3 4 8 9 .5

菓 子 . タ ⊥くコ . 努 野 ソ ド
6 6 ,3 1 2 10 .0 5 4 ,2 0 3 2 .7 ll ,5 6 4 6 .7

衣 料 グ ル ー プ (珪1) 8 9 ,2 6 9 13 .5 14 9 ,24 1 7 .6 2 0 .16 6 l l .7

金 物 グ ル ー プ 3 0 .22 3 4 .6 7 6 ,3 19 3 .9 7 ,65 6 4 .4

書 籍 . 文 具 9 ,5 2 8 1 .4 7 ,3 12 0 ,4 6 4 3 0 .4

鵬 叫 ▲ "7* ・'珊 I イ
1 6 ,7 3 3 2 .5 5 8 .82 6 2 .9 4 -7 19 2 .7

家 具 グ ル ー プ 16 ,08 6 2 .4 5 9 ,63 9 3 .0 3 .0 76 1 .8

宝 石 . 皮 革 崩 孟 夢 - V/V - プ
1 3 -9 4 4 2 . 1 4 1 ,8 3 2 2 .1 4 ,05 0 2 .3

.散 会 小売業 グル I プ (8 2) 1 ,4 4 2 0 .2 2 2 .79 0 1 .1 2 ,05 3 1 .2

燃 料 . 建 築 材 料 を努 轡 プ
2 0 ,13 7 3 .0 7 6 ,72 7 3 .9 3 ,93 3 2 .3

そ の他 の 非 食 品 小 売 業 l l ,42 3 1 .7 5 1 ,58 3 2 .6 3 ,4 03 2 .0

外 食 グ ル ー プ (杜3) 4 5 ,19 5 6 .8 19 4 ,12 3 9 .8 13 ,9 8 7 8 ,1

s * $ * 2 9 ,8 2 7 4 .5 16 9 ,08 1 8 .6 12 ,73 7 7 .4

葬 桑 業 3 ,40 4 0 .5 18 ,67 5 0 .9 1 ′0 9 1 0 -6

写 真 ス タ ジ オ 2 ,32 0 0 .3 l l ,54 9 0 .6 1 ,0 57 0 .6

営 繕 グ ル - プ 2 2 ,52 7 3 .4 92 ,3 56 4 .7 7 .6 08 4 .4

自 動 芳 班 撃 苧 哀 ル l プ
2 8 ,98 1 4 .4 3 63 ,27 7 18 .4 23 ,7 38 1 3 .8

合 計 66 3 ,39 7 1 00 .0 1 ′9 74 ,0 75 1 00 .0 172 ,4 25 10 0 .0

(注1) 1.その他の総合小売業を含む｡　2.百貨店,バラエティストア｡

3.自動販売業を除く｡

(資料) Margaret Hall, "Numbers of Shops and Productivity in Retail Distribution in Great

Britain, The United States and Canada , p.73.

③　商店の対人口密度

1商店当りの人口は,第4表に見る通り,

英国と米国がともに74人,カナダが81人と殆

ど同じである｡人口10,000人当りの商店数は

第5表の合計欄にあるように,英国が135.4,

米国が135.2,カナダが123.1と極めて類似し

ている｡商店総数を人口比で見る限り,これ

ら3ヵ国は高度に類似的であると言うことが

できる｡
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第4表　英米加3国の小売店およびサービス業

の1店当り人口

1 人当 り人口

英 国 (1950年) 7 4

米 国 (1948年) 7 4

カナダ (1951年) 8 1

(資料)第3表に同じ, P.74.
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④　業種構造における差異

上に述べたような表面的類似性は,商店の

業種別構成比に目を転ずると,直ちに消淑す

る｡人口10,000人当りの商店数は殆んど同じ

であるが,その業種構造には大きな差異が認

められる｡この点を浮かび上がらせるため

に,ホールは第5表の右半分に示されている

ように,人口10,000人当りの主要業巷別商店

数を,これら3ヵ国について一対比較を行

い,それぞれの指数を計算した｡米国と英国

の比較を見ると,食料品小売業に代表される

必需品を販売する商店の相対的な教は,総じ

て英国が米国より多く,総合小売業グループ

(百貨店とバラエティ･ストア)や自動車･

自転車･ガレージ･グループに代表される

｢ぜいたく晶｣の商店数は,逆に米国が英国

を大きく凌蔦している｡繰り返しになるが,

ここでもカナダは英国と米国の中間に位置し

ている｡

第5表　英米加3匡lの小売業･サービス業
一主要業種別人口10,000人当り商店数-

人 口 10 ,0 0 0人 当 り商 店 数 人 口10 ,0 00人当 り商店 数の国別比較

英 国 米 国 カナ ダ 米 国 カナ ダ 米 国

(19 5 0年 ) (1 9 4 8年 ) ( 19 5 1年 ) 英 国 英 国 カナ ダ

芸 孟 ニ去 ^ "/V 孟 芸 }

菓 子 . タ バ コ . 新 開

ス タ ン ド

衣料 グ ル - プ

52 .2

13 .5

18 .2

3 6 . 1

3 .7

3 6 .4

8 .3

0 .6 9

0 .2 7

0 .7 0

0 .6 1

0 . 99

0 .4 5

金物 グル l プ 6 .2 10 .2 14 .4 0 .5 6 0 .7 9 0 .7 1

書籍 . 文 具 1.9 5 .2 5 .5 0 .8 5 0 .8 9 0 .9 5

薬 局 グル ー プ . 写 真

グ ル l プ 3.4 0 .5 0 .5 0 .2 6 0 .2 6 1 .0 0

家 具 グル ー プ 3 .3 4 . 0 3 .4 1 . 18 1 .0 0 1 .1 8

宝 石 . 皮 革 . ス ポ ー ツ

用 品 グル ー プ 2 -8 4 . 1 2 .2 1 .2 4 0 .6 7 1 .8 6

総 合 小 売業 グル ー プ 0 .3 2 .9 2 .9 1 .0 4 1 .0 4 1 .0 0

燃料 . 建築 材 料 .穀 物

グ ル l プ 4 -1 1 .6 1 .5 5 .3 3 5 .0 0 1 .0 7

そ の 他 の 非 食 品 小 売 業 2 .3 5 . 3 2 .8 1 .2 9 0 .6 8 1 .8 9

外 食 グル ー プ 9 .2 3 . 5 2 .4 1 .5 2 1 .0 4 1 .4 6

理 美 容 業 6 .1 1 3 . 3 10 .0 1 .4 5 1 .0 9 1 .3 3

葬 祭 業

写 真 ス タ ジオ

0 .7

0 .5

l l .6 9 . 1 1 .9 0 1 .4 9 1 .2 7

1 .3 0 .8 1 .8 6 1 .1 4 1 .6 3

0 .8 0 .8 1 .6 0 1 .6 0 1 .0 0

営 繕 グル ー プ 4 -6 6 .3 5 .4 1 .3 7 1 . 17 1 .1 7

自動 車 . 自転 車 .

ガ レl ジ . グル ー プ
5 .9 2 4 .9 16 .9 4 .2 2 2 .8 6 1 .4 7

合 計 ､ 1 3 5 .4 1 3 5 .2 12 3 . 1 1 .0 0 0 .9 1 1 .1 0

(資料)第3表に同じ, p.75.
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3.小売発展の方向とその動因

①　フォード効果の確認

食料品小売業や衣料小売業の如き,基礎的

消費あるいは必需的消費を対象とする小売商

店の,人口に対比させた商店数あるいはその

商店総数に占める構成比が減少し,逆に,防

意的消費あるいは選択的消費を対象とする小

売業の相対的商店数,あるいはその構成比が

高まる動きは,先にフォードが英国の小売構

造の歴史的変化について指摘したことと同様

であって,ホールはこれを｢フォード効果

(Ford Effect)｣と名づけ,これを小売発展

の重要な方向,もしくは小売発展の法則とし

て抱えている｡

そのような構造変化をもたらす動因にっい

て,ホールは所得の上昇に伴う支出構造の変

化という所得要因,および,大泉模経営の進

展に伴う生産性の向上という生産性要因の2

つを挙げ,それを地域比較と歴史比較によっ

て検証しようと試みた｡

(塾　商店数,平均規模,生産性

生産性の国際比較を行おうとする場合,ち

しデータが与えられていれば,小売業の売上

高(総売上高および業種別売上高)を各国通

貨の平価購買力,あるいは為替レlトによっ

て調整し,これを常時従業者数で割って労働

生産性を待,また,商店数で割ることによっ

て資本(店舗)生産性を待,これを各国につ

いて比較するのが,一応妥当な方法と考えら

れる｡しかし,ホlルが比較研究を行った時

点では,このようなデータはまだ充分には与

えられていなかった｡従って,ホlルは商業

センサスの商店数のデータを用いて,流通効

率あるいは生産性を比較するという,困難な

問題に取り魁まざるを得なかった｡

言うまでもなく,商店数のデlタそのもの

は,流通効率あるいは生産性について,何も

語らない｡そこでホlルは,次の3つの条件

が充たされれば,商店数を生産性の大まかな

指標として利用し得るだろうという論理を展

開した｡まず第1の条件は, ､例えば食料品小

売店の人口1人当り売上高が,米国と英国で

少なくとも同等であるということであって,

もしこの条件が充たされれば,米国の食料品

小売業の相対的商店数は,英国のそれより少

ないから,米国の食料品店の平均売上高規模

紘,英国の場合より大きいことになるO　この

ことは,他の2つの条件,すなわち,派通に

おいて規模経済が存在すること,および,坐

産性を低めようとする他のすべての要因を打

ち消すに足るほど,規模経済が優勢であるこ

と,という条件が充たされれば,米国の食品

小売業の生産性は,英国のそれより高いとい

うことになる.

1人当り実質所得と消費支出は,米国およ

びカナダの方が英国より約2倍大きいことが

知られている｡従って,米国とカナダの流通

業の総売上高がほぼ同じ比率で英国を上まわ

るものと推定される｡これは主要業種の人口

1人当り売上高が,米国とカナダにおいては

英国を凌駕していることを推定させる｡この

ことは,英国より人口比で見た相対商店数の

少ない5つの業種(第5表参照)において,

米国の方が親模が大きいことを意味する｡

しかしながら,このことから,英国の相対

商店数が少ない14業種にっいて,英国の小売

商店の平均売上規模が大きいという結論を導

くことは不可能である｡これらの業種は,主

として随意的選択的消費を対象に｢ぜいたく

品｣を販売するものであり,北米2ヵ国の商

店数が英国より多いのは,主に所得水準が英

国より高いためと考えられる｡なお,第2お

よび第3の条件については,これらが成立す

るか否かを論理的に追求するというのではな

く,国内流通についてのこれまで実証研究で

証明されているので,国際的にも成立するに

違いないという形で,ホlルは処理している｡

そして,少なくとも必需品を販売する小売業

においては,北米2ヵ国の小売流通の生産性

が,英国のそれより高いということにっい
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て,これまでのデータは明確な(prima

facie)支持を与えていると,ホールは結論づ

けている｡ホールはまた,米国小売業の生産

性の高さが,少なくとも必需品を販売する小

売商店の数を減少させる効果をもつことも示

唆している｡

③　地域比較と歴史比較

所得効果に関して,ホールは米国内48州と

コロンビア特別区における所得と商店数の関

係につき地域比較を行った｡具体的には,こ

れらの地域における1人当り所得と業種別小

売商店数の回帰分析を行い,食品小売業の回

帰係数が負になった他は,すべての主要業種

で正の相関を得た｡小売群別の係数は次の通

りである｡

ィ.必需品を販売する業種---　-0.2076

ロ.中間商品を販売する業種--　0.1172

八.曹珍品を販売する業種一一- 0.4232

これによると,所得が増加するに従って,

食料品小売業の商店数が減少する一方,他の

業種の商店数は増加する傾向にあり,とくに

専修晶を販売する小売商店の増加債向が大き

い｡

また,米国食品小売業の歴史的変化を見る

ために,人口10,000人当りの商店数と1人当

り所得掃教(米国平均を100とした時の地域

の拷数)の相関を, 1929年と1948年にっいて

ホールは比較している｡ホlルはセルフサl

ビスとスーパーマーケットの出現を,食品小

売業の生産性に決定的な影響を与えた要因と

見ているが, 1929年はそれらが本格的に登場

する直前であり, 1948年はそれらの影響が決

定的になった時点である｡

具体的な分析方法は,縦軸に人口10,000人

当りの商店数を,横軸に1人当り所得指標を

とって,全米48の州とコロンビア特別区の座

標を記入し,その散布図を1929年と1948年に

ついて比較するというものである1929年の

散布図では,相対的商店数と1人当り所得指

標の間には,何らの相関も認められないが,

1948年の散布図では,両者の間には明らかに

負の相関が見られる｡これを以て,ホール

は,フォードが1901年から1931年までの英国

小売業の構造変化について発見した法則性,

つまりホールの言う｢フォlド効果｣が,米

国についても妥当することを立証したのであ

る｡ (未完)
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